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ＩｏＴ、ＩＣＴの劇
的な進歩

人口減少・少
子高齢化

加速化するイ
ンフラ老朽化

■ 成長インフラによる民間投資の誘発、経済成長の下支え
・ 自動運転車の広範な普及等の次世代の生活を考慮した次世代インフラの構築

・ 大都市の国際競争力の強化、三大都市圏環状道路の整備等、国際拠点空港
の機能強化、国際コンテナ戦略港湾の機能強化
・ ミッシングリンクの整備、リニア中央新幹線や整備新幹線の整備等
・ 地域の観光振興を支える基盤の強化、魅力の向上、インバウンド対応等
・ リニア中央新幹線の概成等によるスーパーメガリージョンの形成 等

2030年を展望した社会資本整備等の方向性

脆弱国土
（巨大地震の
切迫、気象災
害の激甚化）

社会資本の中長期的メ
ンテナンスコストの縮減・
平準化

（2030年に予測されること） （課題）

地域を支える担い手、技
能人材の確保・育成

（対応施策例）

■ ＩｏＴ、ＩＣＴ等のインフラマネジメントへの活用などによる機能の最大化
・ 次世代都市交通システム・高度な自動走行の実現
・ 小型無人機の産業利用の拡大
・ 防災・災害対応に係るＩｏＴ・ビッグデータ・人工知能・ロボット等の活用推進
・ 遠隔地勤務、交流の拡大など人の暮らしの変化の環境づくり 等

■ 既存ストックの活用推進、シェアリング・エコノミーの活用
・ 空き家を活用した住み替え促進、地方移住、二地域居住等の促進
・ 適正価格での中古住宅循環システムの構築
・ 耕作放棄地の再生利用に向けた取組
・ 農地中間管理機構の活用等による担い手への農地の集積・集約化 等

社会資本の役割の発揮
・安全、安心の確保
・ＱＯＬの向上
・生産性の向上

地域、まちの活性化、稼
げる地域の形成

空き家や耕作放棄地等
の既存ストックの活用

■ コンパクト・プラス・ネットワークの形成等
・ 都市機能誘導区域への福祉・医療・商業等の立地促進によるにぎわいの創出
・ 居住誘導区域における居住環境の向上による居住の誘導 等

■ 公的ストックの適正化、ＰＰＰ／ＰＦＩの導入
・ 公共施設の集約化・複合化等や事業の広域化の促進
・ 公共施設やインフラの整備・運営へのＰＰＰ／ＰＦＩの積極的導入 等
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激化する国際
競争

第４次産業革命の社会
資本分野における推進

■ ＩｏＴ、ＩＣＴを活用したインフラの戦略的メンテナンスの推進と担い手の確保・育成
・ 技能労働者の適正評価と処遇改善、若者や女性の更なる活用の推進
・ 「i-Construction」の推進と教育訓練の充実強化
・ インフラ管理データの把握・蓄積とメンテナンスへの活用
・ インフラメンテナンス産業の育成・拡大 等



国土全体での人口の低密度化と地域的偏在が同時に進行（２０１０年→２０５０年）

出典：「国土のグランドデザイン２０５０参考資料」（平成２６年７月、国土交通省国土政策局）

○ 全国を≪１km２毎の地点≫でみると、人口が半分以下になる地点が現在の居住地域の６割以上を占める（※現在
の居住地域は国土の約５割）。
○ 人口が増加する地点の割合は約2％であり、主に大都市圏に分布している。
○ ≪市区町村の人口規模別≫にみると、人口規模が小さくなるにつれて人口減少率が高くなる傾向が見られる。特
に、現在人口１万人未満の市区町村ではおよそ半分に減少する。
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建設後５０年以上を経過する社会資本の割合

出典：「市町村における持続的な社会資本メンテナンス体制の確立を目指して参考資料」（平成２７年２月、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術分科会技術部会）

○ 高度成長期以降に整備された道路橋、トンネル、河川、下水道管渠、港湾等について、今後２０年で建設後５０年以
上経過する施設の割合が加速度的に高くなる。
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ＩｏＴ導入状況（２０１５年）と今後の導入意向（２０２０年）

出典：平成２８年版情報通信白書

○ ２０２０年に向けた導入意向についてみると、プロセス及びプロダクトの双方においてＩｏＴの導入が進展し、全体の導
入率は現状の２～３倍へ進展することが予測。
○ しかしながら、日本は導入意向が低いことから、今後米国のみならず他国とも差が開いてしまう可能性が浮き彫り。

4



労働力過剰時代から労働力不足時代への変化

○ 技能労働者等は長期的には減少するとともに、建設業就業者は高齢化が進行。

出典：「i-Construction～建設現場の生産性革命～」（平成２８年４月、国土交通省）
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上流工程(経営戦略策定担当、研究開発者等)

製造・調達（製造ラインの工員等）

営業販売（低代替）（高額な保険商品の営業担当等）

営業販売（高代替）(スパーのレジ係等)

サービス（低代替）（高級レストランの接客係等）

サービス（高代替）（大衆飲食店の店員等）

IT業務（製造業におけるIoTビジネスの開発者等）

バックオフィス（経理、給与管理等の人事部門等）

その他（建設作業員等）

職業別従業員の変化 変革 現状放置

-300 -250 -200 -150 -100 -50 0 50 100

粗原料（農林水産、鉱業等）

プロセス型製造（石油製品、銑鉄・粗鋼、化学繊維等）

顧客対応型製造（自動車、通信機器、産業機械等）

役務・技術提供型サービス（建築、卸売、小売、金融等）

情報サービス（情報サービス、対事業所サービス）

おもてなし型サービス（旅館、飲食、娯楽等）

インフラネットワーク（電気、道路運送、電信・電話等）

その他（医療・介護、政府、教育等）

部門別従業員数の変化 変革 現状放置

• 現状放置シナリオ ：第４次産業革命に対応した変革が実行されず、低成長で推移
• 変革シナリオ ：第４次産業革命による生産性の飛躍的な向上、成長産業への経済資源の円滑な移動、ビジネスプロセスの変化に対応した職業への人材の移動などが実現

（出所）産業構造審議会・新産業構造部会（2016）「新産業構造ビジョン 中間整理」により作成。

Ø 産構審によると、2030年に向け、第４次産業革命に対応した改革が実行されれば、2015年度と比較して、第４次産業革命の中核を担い、
成長を牽引する「情報サービス部門」や、顧客データを活かした潜在需要等の顕在化により観光業等の「おもてなし型サービス部門」の
従業員数が拡大する見込み。

Ø 同様に、改革が実行されれば、①ＡＩ・ロボット等による代替確率の低い営業販売、②人が直接対応することが質・価値の向上につながる
高付加価値な低代替確率のサービス、③産業全体で需要が高まるＩＴ業務、での従業者数が増加する見込み。

（万人）

（万人）

※2015年度と2030年度の比較

※2015年度と2030年度の比較

（出所）内閣府「第1回2030年展望と改革タスクフォース資料４」
（平成28年10月3日）
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働き方の将来



生産性向上が遅れている土工等の建設現場

○ 建設業は対米国比で労働生産水準が８割程度にとどまっている。

出典：「i-Construction～建設現場の生産性革命～」（平成２８年４月、国土交通省）
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人口・世帯数の推移と将来推計

○我が国の人口は、既に減少局面に入っており、世帯数も2020年以降減少を続けていく見通し。
○地方圏では、大都市圏より世帯数の減少が早く始まり、2015年以降減少を続けていく見通し。

出典：国土交通省 8



都市の現状と課題（地方都市）

○多くの地方都市では、
・急速な人口減少と高齢化に直面し、地域の産業の停滞もあり活力が低下
・住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し、低密度な市街地を形成
・厳しい財政状況下で、拡散した居住者の生活を支えるサービスの提供が将来困難になりかねない状況にある。

○こうした状況下で、今後も都市を持続可能なものとしていくためには、都市の部分的な問題への対症療法では間に合
わず、都市全体の観点からの取り組みを強力に推進する必要。

出典：国土交通省 9



都市の現状と課題（大都市）

○大都市では、
・郊外部を中心に高齢者（特に８５歳以上の高齢者）が急速に増加する予測
・高齢者数の急増に伴い医療・介護の需要が急増し、医療・福祉サービスの提供や地域の活力維持が満足にできなく
なる懸念

○こうした状況下では、在宅医療・介護を含めた地域包括ケアを実現するため、既存ストックを活用しながら医療・福祉
機能の望ましい配置を推進する必要。

出典：国土交通省 10



空き家の現状（種類別）

○空き家の総数は、この10年で1.2倍（659万戸→820万戸）、20年で１.8倍（448万戸→820万戸）に増加。
○空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」（460万戸）が最も多いが、「その他の住宅」（318万戸）が
この10年で1.5倍（212万戸→318万戸）、20年で2.1倍（149万戸→318万戸）に増加。
○ なお、「その他の住宅」（318万戸）のうち、「一戸建（木造）」（220万戸）が最も多い。

出典：国土交通省 11



世帯数の減少により空き家がさらに増加

○平成31年の5,307万世帯を頂点に世帯数は減少局面を迎え、平成37年5,244万世帯の見込み
○平成25年の空き家戸数：約820万戸（賃貸・売却用等以外：約320万戸）

出典：国土交通省

賃貸・売却用等以外の「その他空き家」数
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既存住宅流通量の推移と国際比較

○既存住宅流通量は、平成25年で16.9万戸。
○我が国の既存住宅流通のシェアは、欧米諸国と比べると１／６～１／５程度と低い水準にある。

出典：国土交通省 13
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○農地（耕地）面積の推移

資料：農林水産省「耕地及び作付面積統計」
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資料：農林水産省「荒廃農地の発生・解消状況に関する調査」、「農林業センサス」

42.3

○荒廃農地面積の推移

注：１ 「荒廃農地」とは、「現に耕作に供されておらず、耕作の放棄により荒廃し、通常の農作業では作物の栽培が客観的に不可能と

なっている農地」。

２ 「再生利用が可能な荒廃農地」とは、「抜根、整地、区画整理、客土等により再生することにより、通常の農作業による耕作が可

能となると見込まれる荒廃農地」。

３ 「再生利用が困難と見込まれる荒廃農地」とは、「森林の様相を呈しているなど農地に復元するための物理的な条件整備が著し

く困難なもの、又は周囲の状況から見て、その土地を農地として復元しても継続して利用することができないと見込まれるものに

相当する荒廃農地」。

４ 「耕作放棄地」とは、「以前耕作していた土地で、過去１年以上作物を作付けせず、この数年の間に再び作付けする意思のない

土地」。
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13.1 12.3 13.5
21.7 24.4

34.3 38.6

○耕作放棄地面積の推移

平成20年 28.4 14.9 13.5
平成21年 28.7 15.1 13.7
平成22年 29.2 14.8 14.4
平成23年 27.8 14.8 13.0
平成24年 27.2 14.7 12.5
平成25年 27.3 13.8 13.5
平成26年（実績値） 27.6（27.3） 13.2（13.0） 14.4（14.3）

再生利用が困難と見込ま

れる荒廃農地（Ｂ分類）

荒廃農地面積計 再生利用が可能な荒廃

農地（Ａ分類）

（単位：万ha）

（年）

39.6

農地・耕作放棄地面積の推移

○ 農地面積は、主に宅地等への転用や荒廃農地の発生等により年々減少し、平成27年には449万6千ha。
○ 荒廃農地（客観ベース）の面積は、平成26年には27万6千haであり、そのうち再生利用可能なものが約半分の13万2
千ha。
○ 耕作放棄地（主観ベース）の面積は、年々増加し平成27年には42万3千ha。

出典：「荒廃農地の現状と対策について」（平成２８年４月、農林水産省） 14



荒廃農地の発生原因

出典：「耕作放棄地対策に関する意向及び実態把握調査」（平成２７年４月、農林水産省）

○ 荒廃農地の発生原因は、「高齢化、労働力不足」が最も多く全体の２３％、次いで「土地持ち非農家の増加」が１
６％、農産物価格の低迷が１５％となっている。
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離農
土地持ち非農家の増加
農産物価格の低迷
米生産調整の際の適当な代替作物がない
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地域内に引き受け手がいない
資産的保有意識が高く、農地を貸したがらない
不在村地主の農家
収益の上がる作物がない
かんきつ園地転換の際の適当な代替作物がない
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農地面積の見通しと確保

出典：「荒廃農地の現状と対策について」（平成２８年４月、農林水産省）

○ これまでのすう勢を踏まえ、荒廃農地の発生抑制・再生等の効果を織り込んだ農地面積の見込みの推計によると、
平成37年まで農地面積は年々減少する見込み。
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資料：平成10年から26年の農地面積は「耕地及び作付面積統計」による。

農地面積の推移

農地面積の見通し

施策の効果
荒廃農地の発生抑制
荒廃農地の再生
東日本大震災からの
復旧

▲32万ha

＋20万ha

農地面積の推移と見通し
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（対応施策例）
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訪日外国人旅行者数の増加

○ 2030年においては、訪日外国人旅行者数が高まる見込み。日本は成長戦略の一つとして、2030年に訪日外国人旅
行者を6000万人にする目標を掲げている。
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行先別・世界の旅行者予測
アフリカ

中東

アメリカ
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ヨーロッパ

（億人）
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アジアへの旅行者内訳（2015年）
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（出所）UNWTO (2016) “Truism High light 2016 Edition”により作成。

（出所）内閣府（2016）「日本再
興戦略 2016」、JNTO 「訪日外

客数の動向」により作成。
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建設産業の担い手確保・育成に向けた取組

○ 建設産業の担い手確保・育成に向けて、技能労働者の処遇、若者や女性の更なる活躍等の取組を推進。

出典：第１２回社会資本整備等WG説明資料（平成２８年４月、国土交通省）
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◎ 現 況
Ø 人口減少による給水収益の減少
Ø 香川用水の取水制限の頻発化、県内
水源の供給力の低下

Ø 施設の老朽化に伴う大量更新
Ø 全国平均を大きく下回る施設耐震化
Ø 施設整備水準や水道料金に格差
Ø 今後10年間で約半数の職員が定年

◎ 課 題
➡ 業務の効率化，経営基盤の強化
➡ 香川用水の取水制限等への対応

➡ 施設の計画的な更新
➡ 早急な耐震化の推進
➡ 施設整備水準やサービスの平準化
➡ 職員数の最適化と技術の継承

県 内 水 道 事 業 の 広 域 化

【効 果】
Ø 業務共同化や計画的・効率的な施設更新による更新費削減➡料金値上げの抑制
Ø 水源の一元管理や管理体制強化による安全な水道水の安定供給
Ø 事業規模拡大による効率的な人員配置や人材育成
Ø 渇水や災害時の危機管理体制拡大，窓口の利便性拡大
⇒ 広域化により、運営基盤の強化や住民サービス水準の向上を図る

水道事業の課題と水道広域化の効果

出典：第１６回社会資本整備等WG説明資料（平成２８年１０月、香川県）

○ 香川県においては、人口減少による給水収益の減少や施設の老朽化に伴う大量更新等の課題に対応するため、
運営基盤の強化や住民サービス水準の向上に資する事業の広域化に向けた取組を推進。
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社会資本の３次元データの蓄積・活用

出典：第１７回社会資本整備等WG説明資料（平成２８年１１月、国土交通省）

○ ＩＣＴ活用拡大のため、全ての建設生産プロセスにおいて３次元モデルを導入・活用するための基準
類の整備
○ 建設生産プロセスにおける３次元データを集積・利活用するための制度・基準の整備
○ シームレスな３次元データ利活用環境整備、オープンデータ化による新たなビジネスを創出のた
め、官民連携のプラットフォームを整備（AI・ロボット開発、まちづくり等への活用）
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i-Construction 建設業の生産性の向上

○ 建設業は社会資本の整備の担い手であると同時に、社会の安全・安心の確保を担う、我が国の国土保全上必要不
可欠な「地域の守り手」。
○ 人口減少や高齢化が進む中にあっても、これらの役割を果たすため、建設業の賃金水準の向上や休日の拡大等に
よる働き方改革とともに、生産性向上が必要不可欠。
○ 国土交通省では、調査・測量から設計、施工、検査、維持管理・更新までの全ての建設生産プロセスでＩＣＴ等を活
用する「i-Construction」を推進し、建設現場の生産性を、2025年度までに２割向上を目指す。

出典：国土交通省 22



コンパクト・プラス・ネットワークの形成 ～立地適正化計画の実例～

出典：国土交通省

○ コンパクト・プラス・ネットワークの形成に向けて、都市機能や居住を誘導・集約するための立地適正化計画制度を創
設。
○ 現在、４市（箕面市、熊本市、花巻市、札幌市）が計画を作成・公表済み。平成28年7月時点で２８９団体が立地適正化
計画について具体的な取組を行っている。
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空き家増加が抑制される新たな住宅循環システムの構築

○既存住宅流通市場の活性化のための主な取組
・適切な維持管理、リフォームの実施の促進
・取引市場におけるインスペクション・既存住宅売買瑕疵保険の活用の促進 等

○空き家の再生・利活用に向けた新たな取組
・空き家を地域が連携して交流や移住、起業の場として流通・利活用する取組を支援
・標準的な空家バンクの整備 等

出典：国土交通省 24



農地中間管理機構の活用による担い手への農地の集積・集約化の事例

○ 石川県羽咋（はくい）市において、農地中間管理機構が仲介することで、農地が集積し耕作放棄地の再整備につな
がった。

出典：「荒廃農地の現状と対策について」（平成28年4月、農林水産省）
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シェアリングエコノミー

○ シェアリングエコノミーとは、個人等が保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形のものを含む。）を、イン
ターネット上のマッチングプラットフォームを介して他の個人等も利用可能とする経済活性化活動。
○ 代表的なサービスとして、住宅を活用した宿泊サービスを提供する民泊サービスが挙げられるほか、一般のドライ
バーの自家用車に乗って目的地まで移動できるサービス、個人の所有するモノを利用するサービスや、個人の専門
的なスキルを空き時間に提供するサービス、空いている駐車スペースを利用するサービス等、様々なサービスが登
場している。

＜主なシェアリングエコノミーの分類と事業者＞

（出典）第1回シェアリングエコノミー検討会議 一般社団法人シェアリングエコノミー協会提出資料より引用 26



地方への移住の意向とその条件

○ 都市に住む人の4割が「地方に移住してもよいと思う」又は「どちらかといえば思う」と考えており、年齢別にみると、
20～40歳代でそれぞれ半数を超えている。
○ 地方へ移住をする上での条件は、半数の者が、「教育、医療・福祉などの利便性が高いこと」、「居住に必要な家屋
や土地が安く得られること」といった生活関連の充実を挙げる者が多い。

出典：国土形成計画（全国計画）参考データ集（平成27年7月、国土交通省）
27


	スライド番号 1
	スライド番号 2
	スライド番号 3
	スライド番号 4
	スライド番号 5
	スライド番号 6
	スライド番号 7
	スライド番号 8
	スライド番号 9
	スライド番号 10
	スライド番号 11
	スライド番号 12
	スライド番号 13
	スライド番号 14
	スライド番号 15
	スライド番号 16
	スライド番号 17
	スライド番号 18
	スライド番号 19
	スライド番号 20
	スライド番号 21
	スライド番号 22
	スライド番号 23
	スライド番号 24
	スライド番号 25
	スライド番号 26
	スライド番号 27
	スライド番号 28

